

















































































 第 5章では、家族に介護が必要な人がいると就業が抑制されるのか、そして 2000年の介
護保険制度の導入は家族介護と就業の関係性に影響を与えたのかを分析した。同時に、主観
的厚生への影響も検証した。分析には、2000 年の介護保険制度導入前後で調査が行われて
いる「暮らしと生活設計に関する調査（中高年パネル調査）」（ニッセイ基礎研究所）のデー
タを用いた。その結果、家計内に介護が必要な家族がいると男女ともに労働参加が抑制され
ること、男性においてはそうした傾向は労働時間の短縮ではなく仕事を辞めることによる
ものであることが示された。また、Difference in Difference（DID）推定によって、2000
年の介護保険制度導入後においてさえ、そうした就業抑制効果は軽減されていないことも
示される。加えて、要介護家族の発生と主観的厚生との間には有意な関係は確認できない。 
第 6章では、介護保険法が 2014年改正にされたことで一部の人の介護保険費の自己負担
が 1割から 2割に増すことを利用し、それが子供（義理の子供含む）の労働時間や就業に与
えた影響を検証した。「日本家計パネル調査」を用いた分析の結果、子供が女性の場合、費
用増加の影響はまったく確認できず、男性の場合は短縮傾向があるもののほとんど確認す
ることが出来ないことが示された。また、生活満足度については男女ともに影響を受けてい
なかいが、主観的健康度については、女性のみ影響が確認でき、健康度が悪化していること
が示された。 
したがって、介護離職の抑制のためには、介護保険によって介護サービスの利用を促進す
るだけでは不十分である。対策として考えられるのは、働き方そのものを同時に見直してゆ
くことである。介護休業や介護時の短時間勤務制度といった施策はその一つの形といえる。
介護サービスの利用と、こうした働き方に関する諸制度の組み合わせがどのように就業に
影響するのかは、要介護度の大きさとの関連も含め、今後さらに詳しく検討される必要があ
ろう。 
本研究の結論としては、育児休業の重要性は指摘できるものの、その恩恵が非正規就業者へあまり
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及んでいないこと、そしてその取得期間の観点から見ると職場復帰後の働き方の整備や保育所入所と
の接合性が重要であることがわかった。また、介護保険については、家族介護の負担を解消するには
至っておらず、介護休業の改正や介護サービスの拡充も含めた包括的な対策強化が必要であることが
指摘できる。 
労働力率を高めていくことを考えるとき、何か一つの政策があれば劇的に効果があるというもので
はない。しかし様々な要因が複雑に絡み合う中ではあっても、有効な手立てを見出さなければ、政策
目標を達成することはできない。本論文は、女性や中高年といった、今後人口の変化に対して就業を
促進させるターゲットとなっている人々に対する政策的な介入による効果を検証した。しかし、これ
は様々な政策の一部について分析したに過ぎない。そのため、より多面的な分析を今後とも行ってい
く必要がある。ただ、本論文の結果からは、育児期の女性の就業促進も簡単ではないが、要介護者を
抱える人の就業促進（介護離職ゼロ）というのも非常に難しいことであることが示唆される。それは、
育児は終わりが予想できるのに対して、介護は終了時期が予見できないことも一因になっているので
はないかと考える。今後、要介護者の増加に合わせて労働者の介護時の支援策について政策的要請が
高まり、ますます充実していくと予想される。また、女性の活躍促進も引き続き重要とされるであろ
う。このとき、エビデンス・ベースドな議論がなされることが望ましい。そのためには、本論文の様な
効果検証によって政策がより有効になるよう洗練化されていくことを期待する。 
